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報  告  第  ２ ０  号  

 

　 　 　 令 和 ６ 年 度 決 算 に 基 づ く 健 全 化 判 断 比 率 及 び 資 金  

　 　 　 不 足 比 率 の 報 告 に つ い て  

 

　 地 方 公 共 団 体 の 財 政 の 健 全 化 に 関 す る 法 律 （ 平 成 １ ９ 年 法

律 第 ９ ４ 号 ） 第 ３ 条 第 １ 項 及 び 第 ２ ２ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 、

令 和 ６ 年 度 決 算 に 基 づ く 健 全 化 判 断 比 率 及 び 資 金 不 足 比 率 を

別 紙 監 査 委 員 の 意 見 を 付 け て 報 告 す る 。  

 

 

　 　 令 和 ７ 年 ９ 月 １ ２ 日 報 告  

 

 

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 広 陵 町 長 　 吉 　 村 　 裕 　 之  

－ 1 －



 

 

 

 

 

健全化判断比率（令和６年度） 

 

 

                                               　　　　             　　　      （％）

     

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 
（３年平均）

     

広陵町の数値  　  　  5.3 28.6

     

 
法に定める

 13.61 18.61 25.0 350.0 
早期健全化基準

    （注）実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、いずれも黒字で健全であるため「－」表記と

 　　　　しています。

    
 

   〔参考〕

     ○早期健全化団体・財政再生団体の基準                                       （％）

実質赤字比率 連結実質赤字比率
実質公債費比率 

将来負担比率
（３年平均）

早期健全化団体 11.25～15.0 16.25～20.0 25.0 350.0

財政再生団体 20.0 30.0 35.0

 

   「早期健全化団体」になると

      財政健全化計画の策定と外部監査を求めなければならない。また、総務大臣による必要な

 　　勧告を受けることとなる。

 

   「財政再生団体」になると

　　　財政再生計画の策定と外部監査、総務大臣の勧告に加え、起債発行の制限や収支不足額を

 　　振り替えるための再生振替特例債が許可される。

 

 

 

 

 

－ 2 －



 

 

 

 

 

資金不足比率（令和６年度） 

 

 

                                               　　　　           　      （％）

 

   

会 計 の 名 称
 

資 金 不 足 比 率
 　 　法に定める 

 経営健全化基準

   

水 道 事 業 会 計  20.0 
   

   

   

下 水 道 事 業 会 計  20.0 

       （注）資金不足比率は、いずれも資金不足がないため「－」表記としています。

－ 3 －



－ 4 －



 報  告  第  ２ １  号

 

　 　 　 令 和 ６ 年 度 広 陵 町 土 地 開 発 公 社 の 経 営 状 況 の 　 　 　

 　 　 　 報 告 に つ い て

 

　 地 方 自 治 法 （ 昭 和 ２ ２ 年 法 律 第 ６ ７ 号 ） 第 ２ ４ ３ 条 の ３ 第

２ 項 の 規 定 に よ り 、 広 陵 町 土 地 開 発 公 社 の 決 算 を 別 紙 の と お

 り 報 告 す る 。

 

 

 　 　 令 和 ７ 年 ９ 月 １ ２ 日 報 告

 

 

　 　 　 　 　 　 　 　     　 　 　 広 陵 町 長 　 吉  村 　 裕  之

－ 5 －



－ 6 －



報  告  第  ２ ２  号  

 

 

　 　 　 令和 ６年度広陵 町水道事業 会計継続費 の精算報告  

　 　 　 に つ い て  

 

 

　 令 和 ６ 年 度 を も っ て 継 続 年 度 が 終 了 し た 広 陵 町 配 水 本 管 布

設 替 耐 震 設 計 施 工 業 務 に つ い て 、 地 方 公 営 企 業 法 施 行 令 （ 昭

和 ２ ７ 年 政 令 第 ４ ０ ３ 号 ） 第 １ ８ 条 の ２ 第 ２ 項 の 規 定 に よ り 、

別 紙 の と お り 報 告 す る 。  

 

 

　 　 令 和 ７ 年 ９ 月 １ ２ 日 提 出  

 

 

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 広 陵 町 長 　  吉 　 村 　 裕 　 之 　  

－ 7 －



国　庫
補助金

1 資本的 1 建設改 広 陵 町
  支出 　良費 配 水 本 管 令和３年度 10,000,000 － 2,500,000 7,500,000

布 設 替
耐 震 設 計
施 工 業 務 令和４年度 214,000,000 － 47,762,000 166,238,000

令和５年度 213,000,000 － 47,494,000 165,506,000

令和６年度 213,000,000 － 47,494,000 165,506,000

計 650,000,000 － 145,250,000 504,750,000

企業債

全　体　計　画

年度 年割額

左の財源内訳

当年度損益勘
定留保資金

令和６年度広陵町水道事業会計継続費精算報告書

款 項 事業名

－ 8 －



（単位：円）

年割額と
  支払義務 国　庫 支払義務 国　庫
　発生額 補助金 発生額の差 補助金

10,000,000 － 2,500,000 7,500,000 0 － 0 0

194,620,700 － 45,178,000 149,442,700 19,379,300 － 2,584,000 16,795,300

178,208,400 － 39,708,000 138,500,400 34,791,600 － 7,786,000 27,005,600

266,971,700 － 47,882,000 219,089,700 △ 53,971,700 － △ 388,000 △ 53,583,700

649,800,800 － 135,268,000 514,532,800 199,200 － 9,982,000 △ 9,782,800

企業債
当年度損益勘定
留保資金

令和６年度広陵町水道事業会計継続費精算報告書

左の財源内訳

企業債
当年度損益勘定
留保資金

比　　　較実　　　績
左の財源内訳

－ 9 －



－ 10 －



 議  案  第  ４ ３  号

 

副 町 長 の 選 任 に つ き 同 意 を 求 め る こ と に つ い て  

 

 

　 次 の 者 を 副 町 長 に 選 任 し た い の で 、 地 方 自 治 法 （ 昭 和 ２ ２

年 法 律 第 ６ ７ 号 ） 第 １ ６ ２ 条 の 規 定 に よ り 、 議 会 の 同 意 を 求

 め る 。

 

 

 　 　 令 和 ７ 年 ９ 月 １ ２ 日 提 出

 

                 　 　 　 　 　 広 陵 町 長 　 吉 　 村 　 裕 　 之

 

 

住     所      

 

氏     名     中 川 　 保  
なか がわ た も つ

 

生 年 月 日      

 

 任 　 　 期 　 　 ４ 年

 　 　 　 　 　 　 令和７年９月２２日から令和１１年９月２１日 ま で

 

 

－ 11 －



－ 12 －



 議  案  第  ４ ４  号

 

　 　 　 教 育 長 の 任 命 に つ き 同 意 を 求 め る こ と に つ い て  

 

 

　 次 の 者 を 教 育 長 に 任 命 し た い の で 、 地 方 教 育 行 政 の 組 織 及

び 運 営 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 ３ １ 年 法 律 第 １ ６ ２ 号 ） 第 ４ 条 第

１ 項 の 規 定 に よ り 、 議 会 の 同 意 を 求 め る 。  

 

 

　 　 令 和 ７ 年 ９ 月 １ ２ 日 提 出  

 

                　 　 　 　 　 広 陵 町 長 　 吉 　 村 　 裕 　 之  

 

 

住 　 　 所 　 　  

 

氏 　 　 名 　 　 植 村 　 佳 央  
うえ むら よし ひさ

 

生 年 月 日 　 　  

 

任 　 　 期 　 　 ３ 年  

　 　 　 　 　 　 令和７年１０月１日から令和１０年９月３０日 ま で  

－ 13 －



－ 14 －



議  案  第  ４ ５  号  

 

　 　 　 北葛城郡公平委員会委員の選任につき同意を求める  

　 　 　 こ と に つ い て  

 

　 次 の 者 を 北 葛 城 郡 公 平 委 員 会 委 員 に 選 任 し た い の で 、 地 方 公

務 員 法 （ 昭 和 ２ ５ 年 法 律 第 ２ ６ １ 号 ） 第 ９ 条 の ２ 第 ２ 項 及 び 北

葛 城 郡 公 平 委 員 会 規 約 （ 昭 和 ４ １ 年 ５ 月 規 約 第 １ 号 ） 第 ３ 条 第

１ 項 の 規 定 に よ り 、 議 会 の 同 意 を 求 め る 。  

 

 

　 　 令 和 ７ 年 ９ 月 １ ２ 日 提 出  

 

                　 　 　 　 　 広 陵 町 長 　 吉 　 村 　 裕 　 之  

 

 

住 　 　 所 　 　  

 

氏 　 　 名 　 　 中 村 　 典 史  
なか むら のり ふみ

 

生 年 月 日 　 　  

 

任 　 　 期     ４ 年  

     　      令和７年１０月１０日から令和１１年１０月９日まで

－ 15 －



－ 16 －



 議  案  第  ４ ６  号

 

 　 　 　 職 員 の 勤 務 時 間 、 休 暇 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 を

 　 　 　 改 正 す る こ と に つ い て

 

　 職 員 の 勤 務 時 間 、 休 暇 等 に 関 す る 条 例 （ 平 成 ６ 年 １ ２ 月 広

陵 町 条 例 第 ２ ５ 号 ） の 一 部 を 別 紙 の と お り 改 正 す る 。  

 

 

 　 　 令 和 ７ 年 ９ 月 １ ２ 日 提 出

 

 

                 　 　 　 　 　 広 陵 町 長 　 吉 　 村 　 裕 　 之

－ 17 －



－ 18 －



　　　職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

 

　職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成６年１２月広陵町条

例第２５号）の一部を次のように改正する。 

　第１５条第１項中「第１８条の２第１項」を「第１８条の３第１

項」に改める。 

　第１８条の３を第１８条の４とし、第１８条の２第１項中「申告、

請求又は申出（次条において「請求等」という。）」を「請求等」

に改め、同条を第１８条の３とし、第１８条の次に次の１条を加え

る。 

　（妊娠、出産等についての申出をした職員等に対する意向確認等） 

第１８条の２　任命権者は、職員の育児休業等に関する条例（平成

　４年３月広陵町条例第１５号）第２１条第１項の措置を講ずるに

　当たっては、同条の規定による申出をした職員（以下この項にお

　いて「申出職員」という。）に対して、次に掲げる措置を講じな

　ければならない。 

　(1) 申出職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号

　　において「出生時両立支援制度等」という。）その他の事項を

　　知らせるための措置 

　(2) 出生時両立支援制度等の請求、申告又は申出（以下「請求等」

　　という。）に係る申出職員の意向を確認するための措置 

　(3) 職員の育児休業等に関する条例第２１条第１項の規定による

　　申出に係る子の心身の状況又は育児に関する申出職員の家庭の

　　状況に起因して当該子の出生の日以後に発生し、又は発生する

　　ことが予想される職業生活と家庭生活との両立の支障となる事

　　情の改善に資する事項に係る申出職員の意向を確認するための

　　措置 

　

－ 19 －



２　任命権者は、３歳に満たない子を養育する職員（以下この項に

　おいて「対象職員」という。）に対して、規則で定める期間内に、

　次に掲げる措置を講じなければならない。 

　(1) 対象職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号

　　において「育児期両立支援制度等」という。）その他の事項を

　　知らせるための措置 

　(2) 育児期両立支援制度等の請求等に係る対象職員の意向を確認

　　するための措置 

　(3) 対象職員の３歳に満たない子の心身の状況又は育児に関する

　　対象職員の家庭の状況に起因して発生し、又は発生することが

　　予想される職業生活と家庭生活との両立の支障となる事情の改

　　善に資する事項に係る対象職員の意向を確認するための措置 

３　任命権者は、第１項第３号又は前項第３号の規定により意向を

　確認した事項の取扱いに当たっては、当該意向に配慮しなければ

　ならない。 

　　　附　則 

　この条例は、公布の日から施行し、令和７年１０月１日から適用

する。 
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 議  案  第  ４ ７  号

 

　 　 　 職員 の育児休業 等に関する 条例の一部 を改正する  

 　 　 　 こ と に つ い て

 

　 職 員 の 育 児 休 業 等 に 関 す る 条 例 （ 平 成 ４ 年 ３ 月 広 陵 町 条 例

第 １ ５ 号 ） の 一 部 を 別 紙 の と お り 改 正 す る 。  

 

 

 　 　 令 和 ７ 年 ９ 月 １ ２ 日 提 出

 

 

                 　 　 　 　 　 広 陵 町 長 　 吉 　 村 　 裕 　 之
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　　　職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 

　職員の育児休業等に関する条例（平成４年３月広陵町条例第１５

号）の一部を次のように改正する。 

　第１条中「及び第２項の」を「から第３項まで及び第５項の」に

改める。 

　第１７条第２号中「及び勤務日ごとの勤務時間」及び「（以下「定

年前再任用短時間勤務職員等」という。）」を削り、「除く」の次

に「。次条において同じ」を加える。 

　第１８条の見出し中「部分休業」を「第１号部分休業」に改め、

同条第１項を次のように改める。 

　　育児休業法第１９条第２項第１号に掲げる範囲内で請求する同

　条第１項に規定する部分休業（以下「第１号部分休業」という。）

　の承認は、１５分を単位として行うものとする。 

　第１８条第２項及び第３項中「部分休業」を「第１号部分休業」

に改め、同条の次に次の４条を加える。 

　（第２号部分休業の承認） 

第１８条の２　育児休業法第１９条第２項第２号に掲げる範囲内で

　請求する同条第１項に規定する部分休業（以下「第２号部分休業」

　という。）の承認は、１時間を単位として行うものとする。ただ

　し、次の各号に掲げる場合にあっては、それぞれ当該各号に定め

　る時間数の第２号部分休業を承認することができる。 

　(1) １回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を単位とした時間が

　　ある場合であって、当該勤務時間の全てについて承認の請求が

　　あったとき　当該勤務時間の時間数 

　(2) 第２号部分休業の残時間数に１時間未満の端数がある場合で

　　あって、当該残時間数の全てについて承認の請求があったとき

　　　当該残時間数 
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　（育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期間） 

第１８条の３　育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期

　間は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

　（育児休業法第１９条第２項第２号の人事院規則で定める時間を

　基準として条例で定める時間） 

第１８条の４　育児休業法第１９条第２項第２号の人事院規則で定

　める時間を基準として条例で定める時間は、次の各号に掲げる職

　員の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める時間とする。 

　(1) 非常勤職員以外の職員　７７時間３０分 

　(2) 非常勤職員　当該非常勤職員の勤務日１日当たりの勤務時間

　　数に１０を乗じて得た時間 

　（育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事情） 

第１８条の５　育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事

　情は、配偶者が負傷又は疾病により入院したこと、配偶者と別居

　したことその他の同条第２項の規定による申出時に予測すること

　ができなかった事実が生じたことにより同条第３項の規定による

　変更（以下「第３項変更」という。）をしなければ同項の職員の

　小学校就学の始期に達するまでの子の養育に著しい支障が生じる

　と任命権者が認める事情とする。 

　第１９条中「部分休業」を「育児休業法第１９条第１項に規定す

る部分休業」に改める。 

　第２０条を次のように改める。 

　（部分休業の承認の取消事由） 

第２０条　育児休業法第１９条第６項において準用する育児休業法

　第５条第２項の条例で定める事由は、職員が第３項変更をしたと

　きとする。 
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　　　附　則 

　（施行期日等） 

１　この条例は、公布の日から施行し、令和７年１０月１日から適

　用する。 

　（経過措置） 

２　地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０

　号）第１９条第２項第２号に掲げる範囲内において、この条例の

　適用の日から令和８年３月３１日までの間における部分休業の承

　認の請求をする場合におけるこの条例による改正後の職員の育児

　休業等に関する条例第１８条の４の規定の適用については、同条

　第１号中「７７時間３０分」とあるのは「３８時間４５分」と、

　同条第２号中「１０」とあるのは「５」とする。 
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 議  案  第  ４ ８  号

 

 　 　 　 広 陵 町 立 認 定 こ ど も 園 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る

 　 　 　 こ と に つ い て

 

　 広 陵 町 立 認 定 こ ど も 園 条 例 （ 平 成 ２ ９ 年 ３ 月 広 陵 町 条 例 第

１ ８ 号 ） 等 の 一 部 を 別 紙 の と お り 改 正 す る 。  

 

 

 　 　 令 和 ７ 年 ９ 月 １ ２ 日 提 出

 

 

                 　 　 　 　 　 広 陵 町 長 　 吉 　 村 　 裕 　 之
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　　　広陵町立認定こども園条例等の一部を改正する条例 

 

　（広陵町立認定こども園条例の一部改正） 

第１条　広陵町立認定こども園条例（平成２９年３月広陵町条例第

　１８号）の一部を次のように改正する。 

　　第１条中「ため」の次に「、本町に、認定こども園法第２条第

　６項に規定する認定こども園として」を加える。 

　　第２条中第５号を削り、第６号を第５号とする。 

　　第３条の表に次のように加える。 

認定こども園真美ケ丘 広陵町馬見北７丁目１番３２号

第二小学校附属幼稚園

　　第４条の見出し中「利用定員」を「定員」に改め、同条の表に

　次のように加える。 

認定こども園 １５０人 ５０人 ５０人 ５０人  ０人 ０人 

真美ケ丘第二

小学校附属幼

稚園

　（広陵町立保育所条例の一部改正） 

第２条　広陵町立保育所条例（昭和３６年１０月広陵町条例第２５

　号）の一部を次のように改正する。 

　　第２条の表中「入所定員」を「定員」に改め、同表広陵南保育

　園の項を削り、同表真美北保育園の項中「１２０人」を「６２人」

　に改める。 

　　第７条中「とおり」の次に「（第１号及び第３号にあっては、

　広陵西保育園に限る。）」を加える。 
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　（広陵町立学校設置条例の一部改正） 

第３条　広陵町立学校設置条例（昭和６２年９月広陵町条例第４号）

　の一部を次のように改正する。 

　　第２条の表広陵東小学校附属幼稚園の項及び真美ケ丘第二小学

　校附属幼稚園の項を削る。 

　（町立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償

　に関する条例の一部改正） 

第４条　町立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害

　補償に関する条例（平成１４年３月広陵町条例第１４号）の一部

　を次のように改正する。 

　　第１条中「第２条第７項」を「第２条第６項」に、「幼保連携

　型認定こども園」を「認定こども園」に改める。 

　（特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

　の一部改正） 

第５条　特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する

　条例（昭和３１年１０月広陵町条例第３０号）の一部を次のよう

　に改正する。 

　　別表３８の項中「、幼稚園医及び保育所嘱託医」を「及び幼稚

　園医」に改め、同表３９の項中「、幼稚園歯科医及び保育所嘱託

　歯科医」を「及び幼稚園歯科医」に改め、同表４０の項中「、幼

　稚園薬剤師及び保育所嘱託薬剤師」を「及び幼稚園薬剤師」に改

　める。 

　（一般職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

第６条　一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２年８月広陵町

　条例第１９号)の一部を次のように改正する。 

　　別表第２中「、保育園副園長、主任教諭及び主任保育士」を「及

　び主任教諭」に、「、保育園長、上席主任教諭及び上席主任保育

　士」を「及び上席主任教諭」に改める。 
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　　　附　則 

　（施行期日） 

１　この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

　（準備行為） 

２　こども園に関して必要な手続は、この条例の施行の日前におい

　ても行うことができる。 

－ 31 －



－ 32 －



 議  案  第  ４ ９  号

 

 　 　 　 広陵 町介護保険 事業計画及 び高齢者福 祉計画策定

 　 　 　 委 員 会 条 例 の 一 部 を 改 正 す る こ と に つ い て

 

　 広 陵 町 介 護 保 険 事 業 計 画 及 び 高 齢 者 福 祉 計 画 策 定 委 員 会 条

例 （ 平 成 ２ ８ 年 １ ２ 月 広 陵 町 条 例 第 ７ 号 ） の 一 部 を 別 紙 の と

 お り 改 正 す る 。

 

 

 　 　 令 和 ７ 年 ９ 月 １ ２ 日 提 出

 

 

                 　 　 　 　 　 広 陵 町 長 　 吉 　 村 　 裕 　 之
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　　　広陵町介護保険事業計画及び高齢者福祉計画策定委員会条例

　　　の一部を改正する条例 

 

　広陵町介護保険事業計画及び高齢者福祉計画策定委員会条例（平

成２８年１２月広陵町条例第７号）の一部を次のように改正する。 

　題名中「及び高齢者福祉計画策定」を「・高齢者福祉計画・認知

症施策推進計画策定等」に改める。 

　第１条中「及び高齢者福祉事業推進」を「並びに高齢者福祉事業

及び認知症施策の推進」に、「及び高齢者福祉計画（」を「、高齢

者福祉計画及び認知症施策推進計画（」に改め、「を策定」の次に

「し、並びに計画の進捗状況を審議」を加え、「及び高齢者福祉計

画策定」を「・高齢者福祉計画・認知症施策推進計画策定等」に改

める。 

　第２条第１号中「広陵町介護保険事業計画」を「計画」に改め、

同条中第２号を削り、第３号を第２号とし、第４号を第３号とする。 

　第３条第２項第１号中「及び高齢者福祉」を「、高齢者福祉又は

認知症」に改める。 

　　　附　則 

　（施行期日） 

１　この条例は、公布の日から施行する。 

　（経過措置） 

２　この条例の施行の際、現にこの条例による改正前の広陵町介護

　保険事業計画及び高齢者福祉計画策定委員会条例（以下「改正前

　の条例」という。）の規定により委嘱されている委員は、この条

　例による改正後の広陵町介護保険事業計画・高齢者福祉計画・認

　知症施策推進計画策定等委員会条例の規定により委嘱された委員

　とみなす。この場合において、当該委員の任期は、改正前の条例

　の規定による任期の残任期間とする。 
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　（特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

　の一部改正） 

３　特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

　（昭和３１年１０月広陵町条例第３０号）の一部を次のように改

　正する。 

　　別表４５の項中「介護保険事業計画及び高齢者福祉計画策定」

　を「広陵町介護保険事業計画・高齢者福祉計画・認知症施策推進

　計画策定等」に改める。 
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議  案  第  ５ ０  号  

 

 

令 和 ７ 年 度 広 陵 町 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 ６ 号 ）  

 

 

　 令 和 ７ 年 度 広 陵 町 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 ６ 号 ） は 、 次 に 定

め る と こ ろ に よ る 。  

 

 

　 （ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 ）  

第 １ 条 　 既 定 の 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 に 、 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ ５

　 ９ ７ ， ３ ０ ２ 千 円 を 追 加 し 、 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 を 歳 入 歳

　 出 そ れ ぞ れ １ ７ ， ０ ６ ８ ， ５ ８ ９ 千 円 と す る 。  

 

２ 　 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 の 款 項 の 区 分 及 び 当 該 区 分 ご と の 金

　 額 並 び に 補 正 後 の 歳 入 歳 出 予 算 の 金 額 は 、 「 第 １ 表 　 歳 入

　 歳 出 予 算 補 正 」 に よ る 。  

 

　 （ 債 務 負 担 行 為 の 補 正 ）  

第 ２ 条 　 既 定 の 債 務 負 担 行 為 の 追 加 は 、 「 第 ２ 表 　 債 務 負 担

　 行 為 補 正 」 に よ る 。  

 

　 （ 地 方 債 の 補 正 ）  

第 ３ 条 　 既 定 の 地 方 債 の 追 加 及 び 変 更 は 、 「 第 ３ 表 　 地 方 債  

　 補 正 」 に よ る 。  

 

 

　 　 令 和 ７ 年 ９ 月 １ ２ 日 提 出  

 

 

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 広 陵 町 長 　 吉 　 村 　 裕 　 之  
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歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

3,443,37253,3723,390,00010 地方交付税

3,443,37253,3723,390,0001 地方交付税

3,272,9953,8003,269,19514 国庫支出金

1,807,1913,8001,803,3912 国庫補助金

1,540,420△4,2001,544,62015 県支出金

848,267△4,200852,4672 県補助金

565,91714,120551,79718 繰入金

559,1257,328551,7971 基金繰入金

6,7926,79202 特別会計繰入金

780,90051,000729,90020 町債

780,90051,000729,9001 町債

479,210479,210021 繰越金

479,210479,21001 繰越金

17,068,589597,30216,471,287歳 入 合 計

第１表　歳入歳出予算補正
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歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

3,443,37253,3723,390,00010 地方交付税

3,443,37253,3723,390,0001 地方交付税

3,272,9953,8003,269,19514 国庫支出金

1,807,1913,8001,803,3912 国庫補助金

1,540,420△4,2001,544,62015 県支出金

848,267△4,200852,4672 県補助金

565,91714,120551,79718 繰入金

559,1257,328551,7971 基金繰入金

6,7926,79202 特別会計繰入金

780,90051,000729,90020 町債

780,90051,000729,9001 町債

479,210479,210021 繰越金

479,210479,21001 繰越金

17,068,589597,30216,471,287歳 入 合 計
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歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

3,405,108492,2742,912,8342 総務費

2,895,395481,2112,414,1841 総務管理費

311,9518,000303,9512 徴税費

134,9243,063131,8613 戸籍住民基本台帳費

6,460,839△8,9946,469,8333 民生費

3,233,217△8,9943,242,2112 児童福祉費

1,573,80574,0001,499,8056 土木費

915,55074,000841,5502 道路橋りょう費

512,40612,847499,5597 消防費

512,40612,847499,5591 消防費

1,895,47027,1751,868,2958 教育費

657,26227,175630,0871 教育総務費

17,068,589597,30216,471,287歳 出 合 計
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歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

3,405,108492,2742,912,8342 総務費

2,895,395481,2112,414,1841 総務管理費

311,9518,000303,9512 徴税費

134,9243,063131,8613 戸籍住民基本台帳費

6,460,839△8,9946,469,8333 民生費

3,233,217△8,9943,242,2112 児童福祉費

1,573,80574,0001,499,8056 土木費

915,55074,000841,5502 道路橋りょう費

512,40612,847499,5597 消防費

512,40612,847499,5591 消防費

1,895,47027,1751,868,2958 教育費

657,26227,175630,0871 教育総務費

17,068,589597,30216,471,287歳 出 合 計

－ 41 －



第２表　債務負担行為補正

１　追　加

829,596

広陵北かぐやこども園給食調理業務委託

真美ケ丘第二小学校附属幼稚園給食代替業務委託

真美北保育園運営業務委託

期　　　　間

令和８年度～
令和１２年度

令和８年度～
令和１２年度

令和８年度～
令和１２年度

教育振興基本計画等策定業務委託 令和８年度 5,000

事　　　　　　　項 限　　　度　　　額

千円

151,569

37,838

－ 42 －



第３表  地方債補正

１　　追　加

千円

普通貸借又は
証券発行

２　　変　更

千円 千円

町 道 整 備 事 業 349,100

普通貸
借又は
証券発
行

3.0％以内
（ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
政府資金及び
地方公共団体
金融機構資金
について利率
の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率）

　政府資金に
ついては、そ
の融資条件に
より、銀行そ
の他の場合は
その債権者と
の協定によ
る。ただし、
財政の都合に
より繰上償還
又は低利に借
換えすること
ができる。

390,200

普通貸
借又は
証券発
行

3.0％以内
（ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
政府資金及び
地方公共団体
金融機構資金
について利率
の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率）

　政府資金に
ついては、そ
の融資条件に
より、銀行そ
の他の場合は
その債権者と
の協定によ
る。ただし、
財政の都合に
より繰上償還
又は低利に借
換えすること
ができる。

消防車両購入事業 28,300 同上 同上 同上 34,700 同上 同上 同上

償　還　の　方　法

起債の目的 償還の方
法

補　　正　　後

利 率限 度 額限 度 額
起債の
方 法

償還の方
法

利 率

　政府資金については、そ
の融資条件により、銀行そ
の他の場合はその債権者と
の協定による。ただし、財
政の都合により繰上償還又
は低利に借換えすることが
できる。

起債の
方 法

補　　正　　前

償還の方
法

起債の目的 限度額 利  率

新 型 Ｊ ア ラ ー ト 受 信 機
整 備 事 業 債

3,500

3.0％以内（ただ
し、利率見直し
方式で借り入れ
る政府資金及び
地方公共団体金
融機構資金につ
いて利率の見直
しを行った後に
おいては、当該
見直し後の利
率）

－ 43 －



歳入歳出補正予算事項別明細書

１　総　括

歳 入 （単位：千円）

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計 備 考

10 地方交付税 3,390,000 53,372 3,443,372

14 国庫支出金 3,269,195 3,800 3,272,995

15 県支出金 1,544,620 △4,200 1,540,420

18 繰入金 551,797 14,120 565,917

20 町債 729,900 51,000 780,900

21 繰越金 0 479,210 479,210

597,302 17,068,589歳     入     合     計 16,471,287

－ 44 －



歳入歳出補正予算事項別明細書

１　総　括

歳 入 （単位：千円）

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計 備 考

10 地方交付税 3,390,000 53,372 3,443,372

14 国庫支出金 3,269,195 3,800 3,272,995

15 県支出金 1,544,620 △4,200 1,540,420

18 繰入金 551,797 14,120 565,917

20 町債 729,900 51,000 780,900

21 繰越金 0 479,210 479,210

597,302 17,068,589歳     入     合     計 16,471,287

－ 45 －



地 方 債国県支出金

歳 出

款 補正前の額 補　正　額

（単位：千円）

計

そ の 他
一般財源

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 備 考

総務費 2,912,8342 3,405,108492,274 8,000 484,274

民生費 6,469,8333 6,460,839△8,994 △8,400 △594

土木費 1,499,8056 1,573,80574,000 41,100 32,900

消防費 499,5597 512,40612,847 9,900 2,947

教育費 1,868,2958 1,895,47027,175 27,175

歳     出     合     計 16,471,287 597,302 17,068,589 △400 546,70251,000

－ 46 －



地 方 債国県支出金

歳 出

款 補正前の額 補　正　額

（単位：千円）

計

そ の 他
一般財源

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 備 考

総務費 2,912,8342 3,405,108492,274 8,000 484,274

民生費 6,469,8333 6,460,839△8,994 △8,400 △594

土木費 1,499,8056 1,573,80574,000 41,100 32,900

消防費 499,5597 512,40612,847 9,900 2,947

教育費 1,868,2958 1,895,47027,175 27,175

歳     出     合     計 16,471,287 597,302 17,068,589 △400 546,70251,000

－ 47 －



補正前の額

２　歳　入
 10 地方交付税  1 地方交付税  1 地方交付税

（単位：千円）

款              項              目 補 正 額 計
区   分

節

金   額
説     明

10 地方交付税 3,390,000 3,443,37253,372

1 地方交付税 3,390,000 3,443,37253,372

普通交付税 53,372地方交付税1 地方交付税 3,390,000 3,443,372 1 53,37253,372

14 国庫支出金 3,269,195 3,272,9953,800

2 国庫補助金 1,803,391 1,807,1913,800

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（給付金・定額総務管理費補助金1 総務費国庫補助金 342,915 350,915 1 8,0008,000

減税一体支援枠） 8,000

子ども・子育て支援交付金 △4,200児童福祉費補助金2 民生費国庫補助金 851,717 847,517 2 △4,200△4,200

15 県支出金 1,544,620 1,540,420△4,200

2 県補助金 852,467 848,267△4,200

子ども・子育て支援交付金 △4,200児童福祉費補助金2 民生費県補助金 490,707 486,507 2 △4,200△4,200

18 繰入金 551,797 565,91714,120

1 基金繰入金 551,797 559,1257,328

財政調整基金繰入金 7,328財政調整基金繰入1 財政調整基金繰入金 197,325 204,653 1 7,3287,328

金

2 特別会計繰入金 0 6,7926,792

介護保険特別会計繰入金 6,792介護保険特別会計1 介護保険特別会計繰入金 0 6,792 1 6,7926,792

繰入金

20 町債 729,900 780,90051,000

1 町債 729,900 780,90051,000

町道整備事業債 41,100道路橋りょう債4 土木債 549,300 590,400 1 41,10041,100

消防車両購入事業債 6,400災害対策債5 消防債 38,600 48,500 1 9,9009,900

新型Ｊアラート受信機整備事業債 3,500

21 繰越金 0 479,210479,210

1 繰越金 0 479,210479,210

前年度歳計剰余金 479,210繰越金1 繰越金 0 479,210 1 479,210479,210

－ 48 －



補正前の額

２　歳　入
 10 地方交付税  1 地方交付税  1 地方交付税

（単位：千円）

款              項              目 補 正 額 計
区   分

節

金   額
説     明

10 地方交付税 3,390,000 3,443,37253,372

1 地方交付税 3,390,000 3,443,37253,372

普通交付税 53,372地方交付税1 地方交付税 3,390,000 3,443,372 1 53,37253,372

14 国庫支出金 3,269,195 3,272,9953,800

2 国庫補助金 1,803,391 1,807,1913,800

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（給付金・定額総務管理費補助金1 総務費国庫補助金 342,915 350,915 1 8,0008,000

減税一体支援枠） 8,000

子ども・子育て支援交付金 △4,200児童福祉費補助金2 民生費国庫補助金 851,717 847,517 2 △4,200△4,200

15 県支出金 1,544,620 1,540,420△4,200

2 県補助金 852,467 848,267△4,200

子ども・子育て支援交付金 △4,200児童福祉費補助金2 民生費県補助金 490,707 486,507 2 △4,200△4,200

18 繰入金 551,797 565,91714,120

1 基金繰入金 551,797 559,1257,328

財政調整基金繰入金 7,328財政調整基金繰入1 財政調整基金繰入金 197,325 204,653 1 7,3287,328

金

2 特別会計繰入金 0 6,7926,792

介護保険特別会計繰入金 6,792介護保険特別会計1 介護保険特別会計繰入金 0 6,792 1 6,7926,792

繰入金

20 町債 729,900 780,90051,000

1 町債 729,900 780,90051,000

町道整備事業債 41,100道路橋りょう債4 土木債 549,300 590,400 1 41,10041,100

消防車両購入事業債 6,400災害対策債5 消防債 38,600 48,500 1 9,9009,900

新型Ｊアラート受信機整備事業債 3,500

21 繰越金 0 479,210479,210

1 繰越金 0 479,210479,210

前年度歳計剰余金 479,210繰越金1 繰越金 0 479,210 1 479,210479,210

－ 49 －



３　歳　出
 2 総務費  1 総務管理費  2 財産管理費

（単位：千円）

款  項  目 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

2 総務費 2,912,834 492,274 3,405,108 8,000 484,274

1 総務管理費 2,414,184 481,211 2,895,395 481,211

●基金関係費2 財産管理費 837,733 479,211 1,316,944 479,211 24 積立金 479,211 479,211

　・財政調整基金積立金 149,211

　・減債基金積立金 130,000

　・公共施設等整備基金積立金 200,000

●生活安全対策費4 自治振興費 38,085 2,000 40,085 2,000 14 工事請負費 2,000 2,000

　・防犯カメラ設置工事 2,000

2 徴税費 303,951 8,000 311,951 8,000

●定額減税不足額給付金事業1 税務総務費 240,577 8,000 248,577 8,000 18 負担金､補助 8,000 8,000

　・給付金及び交付金 8,000

3 戸籍住民基 131,861 3,063 134,924 3,063

本台帳費

●一般経費1 戸籍住民基 131,861 3,063 134,924 3,063 12 委託料 3,063 3,063

　・住基ネット機器保守等委託料本台帳費 3,063

3 民生費 6,469,833 △8,994 6,460,839 △8,400 △594

2 児童福祉費 3,242,211 △8,994 3,233,217 △8,400 △594

●放課後子ども育成教室関係費6 子ども育成 266,647 △8,994 257,653 △8,400 △594 14 工事請負費 3,606 △8,994

　・あすなろクラブ駐車場側溝整備工事 3,606費

　・民間学童運営等補助金18 負担金､補助 △12,600 △12,600

及び交付金

6 土木費 1,499,805 74,000 1,573,805 41,100 32,900

2 道路橋りょ 841,550 74,000 915,550 41,100 32,900

う費

●道路橋りょう維持費1 道路橋りょ 129,024 5,000 134,024 4,500 500 14 工事請負費 5,000 5,000

　・舗装・擁壁・水路修繕工事う維持費 5,000

●町道整備費（町単）2 道路橋りょ 563,150 69,000 632,150 36,600 32,400 12 委託料 30,000 69,000

　・測量・設計委託料 30,000う新設改良

　・町道整備工事費 14 工事請負費 36,000 36,000

　・町道用地取得費 3,000

16 公有財産 3,000

購入費

7 消防費 499,559 12,847 512,406 9,900 2,947

－ 50 －



３　歳　出
 2 総務費  1 総務管理費  2 財産管理費

（単位：千円）

款  項  目 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

2 総務費 2,912,834 492,274 3,405,108 8,000 484,274

1 総務管理費 2,414,184 481,211 2,895,395 481,211

●基金関係費2 財産管理費 837,733 479,211 1,316,944 479,211 24 積立金 479,211 479,211

　・財政調整基金積立金 149,211

　・減債基金積立金 130,000

　・公共施設等整備基金積立金 200,000

●生活安全対策費4 自治振興費 38,085 2,000 40,085 2,000 14 工事請負費 2,000 2,000

　・防犯カメラ設置工事 2,000

2 徴税費 303,951 8,000 311,951 8,000

●定額減税不足額給付金事業1 税務総務費 240,577 8,000 248,577 8,000 18 負担金､補助 8,000 8,000

　・給付金及び交付金 8,000

3 戸籍住民基 131,861 3,063 134,924 3,063

本台帳費

●一般経費1 戸籍住民基 131,861 3,063 134,924 3,063 12 委託料 3,063 3,063

　・住基ネット機器保守等委託料本台帳費 3,063

3 民生費 6,469,833 △8,994 6,460,839 △8,400 △594

2 児童福祉費 3,242,211 △8,994 3,233,217 △8,400 △594

●放課後子ども育成教室関係費6 子ども育成 266,647 △8,994 257,653 △8,400 △594 14 工事請負費 3,606 △8,994

　・あすなろクラブ駐車場側溝整備工事 3,606費

　・民間学童運営等補助金18 負担金､補助 △12,600 △12,600

及び交付金

6 土木費 1,499,805 74,000 1,573,805 41,100 32,900

2 道路橋りょ 841,550 74,000 915,550 41,100 32,900

う費

●道路橋りょう維持費1 道路橋りょ 129,024 5,000 134,024 4,500 500 14 工事請負費 5,000 5,000

　・舗装・擁壁・水路修繕工事う維持費 5,000

●町道整備費（町単）2 道路橋りょ 563,150 69,000 632,150 36,600 32,400 12 委託料 30,000 69,000

　・測量・設計委託料 30,000う新設改良

　・町道整備工事費 14 工事請負費 36,000 36,000

　・町道用地取得費 3,000

16 公有財産 3,000

購入費

7 消防費 499,559 12,847 512,406 9,900 2,947

－ 51 －



 7 消防費  1 消防費  2 非常備消防費

（単位：千円）

款  項  目 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

1 消防費 499,559 12,847 512,406 9,900 2,947

●非常備消防費2 非常備消防 58,211 6,699 64,910 6,400 299 11 役務費 167 6,699

　・手数料 103費

　・自動車損害保険料17 備品購入費 6,499 64

　・消防車両購入費 6,499

　・重量税26 公課費 33 33

●消防施設費3 消防施設費 4,078 2,628 6,706 2,628 14 工事請負費 2,628 2,628

　・防火水槽修繕工事 2,628

●災害対策費5 災害対策費 36,063 3,520 39,583 3,500 20 12 委託料 3,520 3,520

　・新型Ｊアラート受信機更新業務委託料 3,520

8 教育費 1,868,295 27,175 1,895,470 27,175

1 教育総務費 630,087 27,175 657,262 27,175

●教育委員会費（教育総務課）1 教育委員会 204,507 23,175 227,682 23,175 27 繰出金 23,175 23,175

　・学校給食特別会計繰出金費 23,175

●一般経費（教育総務課）2 事務局費 423,780 4,000 427,780 4,000 12 委託料 4,000 4,000

　・教育振興基本計画等策定業務委託料 4,000

－ 52 －



 7 消防費  1 消防費  2 非常備消防費

（単位：千円）

款  項  目 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

1 消防費 499,559 12,847 512,406 9,900 2,947

●非常備消防費2 非常備消防 58,211 6,699 64,910 6,400 299 11 役務費 167 6,699

　・手数料 103費

　・自動車損害保険料17 備品購入費 6,499 64

　・消防車両購入費 6,499

　・重量税26 公課費 33 33

●消防施設費3 消防施設費 4,078 2,628 6,706 2,628 14 工事請負費 2,628 2,628

　・防火水槽修繕工事 2,628

●災害対策費5 災害対策費 36,063 3,520 39,583 3,500 20 12 委託料 3,520 3,520

　・新型Ｊアラート受信機更新業務委託料 3,520

8 教育費 1,868,295 27,175 1,895,470 27,175

1 教育総務費 630,087 27,175 657,262 27,175

●教育委員会費（教育総務課）1 教育委員会 204,507 23,175 227,682 23,175 27 繰出金 23,175 23,175

　・学校給食特別会計繰出金費 23,175

●一般経費（教育総務課）2 事務局費 423,780 4,000 427,780 4,000 12 委託料 4,000 4,000

　・教育振興基本計画等策定業務委託料 4,000

－ 53 －
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議  案  第  ５ １  号  

 

 

　 　 　 令 和 ７ 年 度 広 陵 町 介 護 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算  

　 　 　 （ 第 １ 号 ）  

 

 

　 令 和 ７ 年 度 広 陵 町 介 護 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 １ 号 ） は 、

次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。  

 

 

　 （ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 ）  

第 １ 条 　 既 定 の 保 険 事 業 勘 定 の 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 に 、 歳 入

　 歳 出 そ れ ぞ れ １ ４ ３ ， ８ ７ ０ 千 円 を 追 加 し 、 保 険 事 業 勘 定

　 の 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 を 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ ３ ， ０ ３ ６ ， ０  

　 ７ ０ 千 円 と し 、 既 定 の 介 護 サ ー ビ ス 事 業 勘 定 の 歳 入 歳 出 予

　 算 の 総 額 に 、 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ ３ ， ５ ７ ６ 千 円 を 追 加 し 、

　 介 護 サ ー ビ ス 事 業 勘 定 の 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 を 歳 入 歳 出 そ

　 れ ぞ れ ２ ６ ， ７ ３ ３ 千 円 と す る 。  

 

２ 　 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 の 款 項 の 区 分 及 び 当 該 区 分 ご と の 金

　 額 並 び に 補 正 後 の 歳 入 歳 出 予 算 の 金 額 は 、 「 第 １ 表 　 歳 入

　 歳 出 予 算 補 正 （ 保 険 事 業 勘 定 ） 」 及 び 「 第 １ 表 　 歳 入 歳 出

　 予 算 補 正 （ サ ー ビ ス 事 業 勘 定 ） 」 に よ る 。  

 

 

　 　 令 和 ７ 年 ９ 月 １ ２ 日 提 出  

 

 

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 広 陵 町 長 　 吉 　 村 　 裕 　 之  
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歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

754,0752,586751,4894 支払基金交付金

754,0752,586751,4891 支払基金交付金

141,644141,2843608 繰越金

141,644141,2843601 繰越金

3,036,070143,8702,892,200歳 入 合 計

第１表　歳入歳出予算補正（保険事業勘定）
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歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

754,0752,586751,4894 支払基金交付金

754,0752,586751,4891 支払基金交付金

141,644141,2843608 繰越金

141,644141,2843601 繰越金

3,036,070143,8702,892,200歳 入 合 計
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歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

89,55786,9652,5925 諸支出金

86,34183,7492,5921 償還金及び還付加算金

3,2163,21602 繰出金

56,90556,90507 基金積立金

56,90556,90501 基金積立金

3,036,070143,8702,892,200歳 出 合 計
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歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

89,55786,9652,5925 諸支出金

86,34183,7492,5921 償還金及び還付加算金

3,2163,21602 繰出金

56,90556,90507 基金積立金

56,90556,90501 基金積立金

3,036,070143,8702,892,200歳 出 合 計
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歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

3,5763,57602 繰越金

3,5763,57601 繰越金

26,7333,57623,157歳 入 合 計

第１表　歳入歳出予算補正（介護サービス事業勘定）
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歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

3,5763,57602 繰越金

3,5763,57601 繰越金

26,7333,57623,157歳 入 合 計

－ 61 －



歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

3,5763,57602 諸支出金

3,5763,57601 繰出金

26,7333,57623,157歳 出 合 計
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歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

3,5763,57602 諸支出金

3,5763,57601 繰出金

26,7333,57623,157歳 出 合 計
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歳入歳出補正予算事項別明細書（保険事業勘定）

１　総　括

歳 入 （単位：千円）

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計 備 考

4 支払基金交付金 751,489 2,586 754,075

8 繰越金 360 141,284 141,644

143,870 3,036,070歳     入     合     計 2,892,200
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歳入歳出補正予算事項別明細書（保険事業勘定）

１　総　括

歳 入 （単位：千円）

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計 備 考

4 支払基金交付金 751,489 2,586 754,075

8 繰越金 360 141,284 141,644

143,870 3,036,070歳     入     合     計 2,892,200
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地 方 債国県支出金

歳 出

款 補正前の額 補　正　額

（単位：千円）

計

そ の 他
一般財源

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 備 考

諸支出金 2,5925 89,55786,965 86,965

基金積立金 07 56,90556,905 56,905

歳     出     合     計 2,892,200 143,870 3,036,070 143,870
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地 方 債国県支出金

歳 出

款 補正前の額 補　正　額

（単位：千円）

計

そ の 他
一般財源

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 備 考

諸支出金 2,5925 89,55786,965 86,965

基金積立金 07 56,90556,905 56,905

歳     出     合     計 2,892,200 143,870 3,036,070 143,870
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補正前の額

２　歳　入
 4 支払基金交付金  1 支払基金交付金  1 介護給付費交付金

（単位：千円）

款              項              目 補 正 額 計
区   分

節

金   額
説     明

4 支払基金交付金 751,489 754,0752,586

1 支払基金交付金 751,489 754,0752,586

過年度分介護給付費交付金 2,586過年度分介護給付1 介護給付費交付金 721,618 724,204 2 2,5862,586

費交付金

8 繰越金 360 141,644141,284

1 繰越金 360 141,644141,284

前年度歳計剰余金 141,284繰越金1 繰越金 360 141,644 1 141,284141,284
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補正前の額

２　歳　入
 4 支払基金交付金  1 支払基金交付金  1 介護給付費交付金

（単位：千円）

款              項              目 補 正 額 計
区   分

節

金   額
説     明

4 支払基金交付金 751,489 754,0752,586

1 支払基金交付金 751,489 754,0752,586

過年度分介護給付費交付金 2,586過年度分介護給付1 介護給付費交付金 721,618 724,204 2 2,5862,586

費交付金

8 繰越金 360 141,644141,284

1 繰越金 360 141,644141,284

前年度歳計剰余金 141,284繰越金1 繰越金 360 141,644 1 141,284141,284

－ 69 －



３　歳　出
 5 諸支出金  1 償還金及び還付加算金  1 第１号被保険者保険料還付金

（単位：千円）

款  項  目 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

5 諸支出金 2,592 86,965 89,557 86,965

1 償還金及び 2,592 83,749 86,341 83,749

還付加算金

●第１号被保険者保険料還付金1 第１号被保 2,592 890 3,482 890 22 償還金､利子 890 890

　・保険料還付金険者保険料 及び割引料 890

還付金

●償還金2 償還金 0 82,859 82,859 82,859 22 償還金､利子 82,859 82,859

　・償還金、利子及び割引料及び割引料 82,859

2 繰出金 0 3,216 3,216 3,216

●他会計繰出金1 他会計繰出 0 3,216 3,216 3,216 27 繰出金 3,216 3,216

　・一般会計繰出金金 3,216

7 基金積立金 0 56,905 56,905 56,905

1 基金積立金 0 56,905 56,905 56,905

●基金積立金1 介護給付費 0 56,905 56,905 56,905 24 積立金 56,905 56,905

　・介護給付費準備基金積立金準備基金積 56,905

立金
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３　歳　出
 5 諸支出金  1 償還金及び還付加算金  1 第１号被保険者保険料還付金

（単位：千円）

款  項  目 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

5 諸支出金 2,592 86,965 89,557 86,965

1 償還金及び 2,592 83,749 86,341 83,749

還付加算金

●第１号被保険者保険料還付金1 第１号被保 2,592 890 3,482 890 22 償還金､利子 890 890

　・保険料還付金険者保険料 及び割引料 890

還付金

●償還金2 償還金 0 82,859 82,859 82,859 22 償還金､利子 82,859 82,859

　・償還金、利子及び割引料及び割引料 82,859

2 繰出金 0 3,216 3,216 3,216

●他会計繰出金1 他会計繰出 0 3,216 3,216 3,216 27 繰出金 3,216 3,216

　・一般会計繰出金金 3,216

7 基金積立金 0 56,905 56,905 56,905

1 基金積立金 0 56,905 56,905 56,905

●基金積立金1 介護給付費 0 56,905 56,905 56,905 24 積立金 56,905 56,905

　・介護給付費準備基金積立金準備基金積 56,905

立金
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歳入歳出補正予算事項別明細書（介護サービス事業勘定）

１　総　括

歳 入 （単位：千円）

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計 備 考

2 繰越金 0 3,576 3,576

3,576 26,733歳     入     合     計 23,157
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歳入歳出補正予算事項別明細書（介護サービス事業勘定）

１　総　括

歳 入 （単位：千円）

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計 備 考

2 繰越金 0 3,576 3,576

3,576 26,733歳     入     合     計 23,157
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地 方 債国県支出金

歳 出

款 補正前の額 補　正　額

（単位：千円）

計

そ の 他
一般財源

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 備 考

諸支出金 02 3,5763,576 3,576

歳     出     合     計 23,157 3,576 26,733 3,576
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地 方 債国県支出金

歳 出

款 補正前の額 補　正　額

（単位：千円）

計

そ の 他
一般財源

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 備 考

諸支出金 02 3,5763,576 3,576

歳     出     合     計 23,157 3,576 26,733 3,576
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補正前の額

２　歳　入
 2 繰越金  1 繰越金  1 繰越金

（単位：千円）

款              項              目 補 正 額 計
区   分

節

金   額
説     明

2 繰越金 0 3,5763,576

1 繰越金 0 3,5763,576

前年度歳計剰余金 3,576繰越金1 繰越金 0 3,576 1 3,5763,576
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補正前の額

２　歳　入
 2 繰越金  1 繰越金  1 繰越金

（単位：千円）

款              項              目 補 正 額 計
区   分

節

金   額
説     明

2 繰越金 0 3,5763,576

1 繰越金 0 3,5763,576

前年度歳計剰余金 3,576繰越金1 繰越金 0 3,576 1 3,5763,576
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３　歳　出
 2 諸支出金  1 繰出金  1 他会計繰出金

（単位：千円）

款  項  目 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

2 諸支出金 0 3,576 3,576 3,576

1 繰出金 0 3,576 3,576 3,576

●他会計繰出金1 他会計繰出 0 3,576 3,576 3,576 27 繰出金 3,576 3,576

　・一般会計繰出金金 3,576
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３　歳　出
 2 諸支出金  1 繰出金  1 他会計繰出金

（単位：千円）

款  項  目 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

2 諸支出金 0 3,576 3,576 3,576

1 繰出金 0 3,576 3,576 3,576

●他会計繰出金1 他会計繰出 0 3,576 3,576 3,576 27 繰出金 3,576 3,576

　・一般会計繰出金金 3,576
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議  案  第  ５ ２  号  

 

 

　 　 　 令 和 ７ 年 度 広 陵 町 学 校 給 食 特 別 会 計 補 正 予 算  

　 　 　 （ 第 １ 号 ）  

 

 

　 令 和 ７ 年 度 広 陵 町 学 校 給 食 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 １ 号 ） は 、

次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。  

 

 

　 （ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 ）  

第 １ 条 　 既 定 の 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 に 、 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ ２

　 ３ ， １ ７ ５ 千 円 を 追 加 し 、 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 を 歳 入 歳 出

　 そ れ ぞ れ ３ ９ ２ ， ５ ７ ５ 千 円 と す る 。  

 

２ 　 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 の 款 項 の 区 分 及 び 当 該 区 分 ご と の 金

　 額 並 び に 補 正 後 の 歳 入 歳 出 予 算 の 金 額 は 、 「 第 １ 表 　 歳 入

　 歳 出 予 算 補 正 」 に よ る 。  

 

 

　 　 令 和 ７ 年 ９ 月 １ ２ 日 提 出  

 

 

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 広 陵 町 長 　 吉 　 村 　 裕 　 之  
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歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

225,09323,175201,9182 繰入金

225,09323,175201,9181 一般会計繰入金

392,57523,175369,400歳 入 合 計

第１表　歳入歳出予算補正
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歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

225,09323,175201,9182 繰入金

225,09323,175201,9181 一般会計繰入金

392,57523,175369,400歳 入 合 計
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歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

267,07423,175243,8991 小学校給食費

267,07423,175243,8991 小学校給食費

392,57523,175369,400歳 出 合 計
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歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

267,07423,175243,8991 小学校給食費

267,07423,175243,8991 小学校給食費

392,57523,175369,400歳 出 合 計
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歳入歳出補正予算事項別明細書

１　総　括

歳 入 （単位：千円）

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計 備 考

2 繰入金 201,918 23,175 225,093

23,175 392,575歳     入     合     計 369,400
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歳入歳出補正予算事項別明細書

１　総　括

歳 入 （単位：千円）

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計 備 考

2 繰入金 201,918 23,175 225,093

23,175 392,575歳     入     合     計 369,400
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地 方 債国県支出金

歳 出

款 補正前の額 補　正　額

（単位：千円）

計

そ の 他
一般財源

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 備 考

小学校給食費 243,8991 267,07423,175 23,175

歳     出     合     計 369,400 23,175 392,575 23,175
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地 方 債国県支出金

歳 出

款 補正前の額 補　正　額

（単位：千円）

計

そ の 他
一般財源

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 備 考

小学校給食費 243,8991 267,07423,175 23,175

歳     出     合     計 369,400 23,175 392,575 23,175
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補正前の額

２　歳　入
 2 繰入金  1 一般会計繰入金  1 一般会計繰入金

（単位：千円）

款              項              目 補 正 額 計
区   分

節

金   額
説     明

2 繰入金 201,918 225,09323,175

1 一般会計繰入金 201,918 225,09323,175

一般会計繰入金 23,175一般会計繰入金（1 一般会計繰入金 201,918 225,093 1 23,17523,175

小学校給食費分）
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補正前の額

２　歳　入
 2 繰入金  1 一般会計繰入金  1 一般会計繰入金

（単位：千円）

款              項              目 補 正 額 計
区   分

節

金   額
説     明

2 繰入金 201,918 225,09323,175

1 一般会計繰入金 201,918 225,09323,175

一般会計繰入金 23,175一般会計繰入金（1 一般会計繰入金 201,918 225,093 1 23,17523,175

小学校給食費分）
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３　歳　出
 1 小学校給食費  1 小学校給食費  1 小学校給食費

（単位：千円）

款  項  目 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

1 小学校給食 243,899 23,175 267,074 23,175

費

1 小学校給食 243,899 23,175 267,074 23,175

費

●一般経費（教育総務課）1 小学校給食 243,899 23,175 267,074 23,175 17 備品購入費 23,175 23,175

　・施設備品費 23,175
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３　歳　出
 1 小学校給食費  1 小学校給食費  1 小学校給食費

（単位：千円）

款  項  目 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

1 小学校給食 243,899 23,175 267,074 23,175

費

1 小学校給食 243,899 23,175 267,074 23,175

費

●一般経費（教育総務課）1 小学校給食 243,899 23,175 267,074 23,175 17 備品購入費 23,175 23,175

　・施設備品費 23,175
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議  案  第  ６ １  号  

 

　 　 　 馬 見 川 調 整 池 整 備 工 事 (５ 工 区 )に 係 る 請 負 契 約  

　 　 　 の 締 結 に つ い て  

 

  次 の と お り 契 約 を 締 結 し た い の で 、 議 会 の 議 決 に 付 す べ き

契 約 及 び 財 産 の 取 得 又 は 処 分 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 ３ ９ 年 ３ 月

広 陵 町 条 例 第 ４ 号 ） 第 ２ 条 の 規 定 に よ り 、 議 会 の 議 決 を 求 め

る 。  

 

    令 和 ７ 年 ９ 月 １ ２ 日 提 出  

 

                          広 陵 町 長 　  吉 　 村 　 裕 　 之  

 

 

                         記 　  

 

１　契 約 の 目 的　　馬見川調整池整備工事（５工区）に係る請負契約 

２　契 約 の 方 法　　一般競争入札 

３　契 約 金 額    １４９，３８６，６００円 

４　契約の相手方　　奈良県北葛城郡広陵町大字三吉１７３１番地１ 

 　　　　　　　　　　山崎・乾特定建設工事共同企業体

 　　　　　　　　　　　代表者　株式会社山崎産業

 　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　山崎　和英

 　　　　　　　　　　　構成員　株式会社乾興業

 　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　乾　恭幸

５　契 約 期 間    議決の日から令和８年２月２７日まで 
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 議  案  第  ６ ２  号

 

 　 　 　 　 　 情 報 系 情 報 通 信 機 器 の 買 入 れ に つ い て

 

　 次 の と お り 物 品 を 買 入 れ し た い の で 、 議 会 の 議 決 に 付 す べ

き 契 約 及 び 財 産 の 取 得 又 は 処 分 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 ３ ９ 年 ３

月 広 陵 町 条 例 第 ４ 号 ） 第 ３ 条 の 規 定 に よ り 、 議 会 の 議 決 を 求

 め る 。

 

    令 和 ７ 年 ９ 月 １ ２ 日 提 出  

 

                           広 陵 町 長 　 吉 　 村 　 裕 　 之

 

 

                          記 　

 

１　買 入 れ の 目 的　　情報系情報通信機器の買替え 

（搬入設置・現場調整作業及び機器保守を含む。） 

２　買 入 れ の 方 法　　指名競争入札 

３　買 入 れ の 金 額  　２５，９０９，９５０円 

４　買入れの相手方　　奈良県奈良市高天町１０－１　Ｔ．Ｔ．ビル４階 

　　　　　　　　　　　キステム株式会社　奈良本社 

　　　　　　　　　　　事業統括取締役　井門　英也　  　 
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議  案  第  ６ ３  号  

 

　 　 　 住民基本台帳ネットワークシステム関連機器の買入れについて  

 

  次 の と お り 物 品 を 買 入 れ し た い の で 、 議 会 の 議 決 に 付 す べ

き 契 約 及 び 財 産 の 取 得 又 は 処 分 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 ３ ９ 年 ３

月 広 陵 町 条 例 第 ４ 号 ） 第 ３ 条 の 規 定 に よ り 、 議 会 の 議 決 を 求

め る 。  

 

    令 和 ７ 年 ９ 月 １ ２ 日 提 出  

 

                          広 陵 町 長 　 吉 　 村 　 裕 　 之  

 

 

                         記 　  

 

１　買 入 れ の 目 的　　住民基本台帳ネットワークシステム関連機器の買替え 

（搬入設置・現場調整作業及び機器保守を含む。） 

２　買 入 れ の 方 法　　奈良県域での共同入札調達 

３　買 入 れ の 金 額  　２９，２３９，４９６円 

４　買入れの相手方　　奈良県奈良市法華寺町２１９番１ 

　　　　　　　　　　　ＮＥＣフィールディング株式会社　関西支社 

　　　　　　　　　　　奈良支店　奈良支店長　　木村　真一 
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議  案  第  ６ ４  号  

 

　 　 　 　 ま ほ ろ ば 環 境 衛 生 組 合 規 約 の 変 更 に つ い て  

 

　 地 方 自 治 法 （ 昭 和 ２ ２ 年 法 律 第 ６ ７ 号 ） 第 ２ ８ ６ 条 第 １ 項

の 規 定 に よ り 、 ま ほ ろ ば 環 境 衛 生 組 合 規 約 （ 令 和 ２ 年 ３ 月 １

０ 日 奈 良 県 指 令 市 町 村 第 １ ２ ８ ５ 号 ） の 一 部 を 別 紙 の と お り

変 更 し た い の で 、 同 法 第 ２ ９ ０ 条 の 規 定 に よ り 、 議 会 の 議 決

を 求 め る 。  

 

 

 　 　 令 和 ７ 年 ９ 月 １ ２ 日 提 出

 

 

                 　 　 　 　 　 広 陵 町 長 　 吉 　 村 　 裕 　 之
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　　　まほろば環境衛生組合規約の一部を変更する規約 

 

　まほろば環境衛生組合規約（令和２年３月１０日奈良県指令市町

村第１２８５号）の一部を次のように変更する。 

　第５条中「大字東安堵９５８番地」を「大字笠目３２６番地１」

に改める。 

　　　附　則 

　この規約は、令和７年１０月１日から施行する。 
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議  案  第  ６ ５  号  

 

　 　 　 奈良 県葛城地区 清掃事務組 合規約の変 更について  

 

　 地 方 自 治 法 （ 昭 和 ２ ２ 年 法 律 第 ６ ７ 号 ） 第 ２ ８ ６ 条 第 １ 項

の 規 定 に よ り 、 奈 良 県 葛 城 地 区 清 掃 事 務 組 合 規 約 （ 昭 和 ３ ８

年 ８ 月 ２ ６ 日 奈 良 県 指 令 地 第 ４ ６ ６ 号 ） の 一 部 を 別 紙 の と お

り 変 更 し た い の で 、 同 法 第 ２ ９ ０ 条 の 規 定 に よ り 、 議 会 の 議

決 を 求 め る 。  

 

 

 　 　 令 和 ７ 年 ９ 月 １ ２ 日 提 出

 

 

                 　 　 　 　 　 広 陵 町 長 　 吉 　 村 　 裕 　 之
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 　　　奈良県葛城地区清掃事務組合規約の一部を変更する規約

 

　奈良県葛城地区清掃事務組合規約（昭和３８年８月２６日奈良県

指令地第４６６号）の一部を次のように変更する。 

　第３条の表第１号の項右欄中「　香芝市」を削る。 

 　　　附　則

　この規約は、令和８年４月１日から施行する。
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